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回線サービス契約約款 

 

   第１章 総 則  

（約款の適用） 

第１条  当社は、電気通信事業法（昭和 59年 12月 25日法律第 86号）第１６条第１項の 

規定に基づく電気通信事業者として、電気通信サービス（以下「回線サービス」と 

いう）を提供します。 

（約款の変更） 

第２条 当社は、当社の都合により、この回線サービス契約約款（以下「約款」という） 

を変更することがあります。この場合には、書面等により個別に通知する方法、当

社のホームページ上で掲示する方法、その他当社が適当と認める方法にて通知する

ことにより、当社の定めた時期から、変更後の回線サービス契約約款によるものと

します。 

 

第2章 回線サービスの種類 

（提供する回線サービスの種類等） 

第３条 当社が提供する回線サービスには、次の種類があります。 

（1） 専用サービス 

（2） データ伝送サービス 

（3） LAN型通信網サービス 

（4） IP伝送サービス 

（5） IP通信網サービス 

（6） イーサネット通信サービス 

（7） その他提供が必要と認められる回線サービス 

  ２ 前項 1の回線サービスの品目・サービスクラス等は、当社の回線サービス調達先 

電気通信事業者（以下「調達先事業者」という）の当該サービスの品目・サービス 

クラス等に準じるものとします。 

   

   第 3章 契約 

（申込手続き） 

第４条 回線サービス利用の申込については、申込者は当社が指定する様式に次の事項 

   を記載の上、当社に提出するものとします。 

(1) 回線サービスの種類・品目 

(2) 回線数 
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(3) 回線の設置場所 

(4) その他回線申込内容を特定するための事項 

2 当社は回線サービスの申込を受けたときは、料金等の契約条件を記載した見積書を 

 申込者に提出します。 

（申込の承諾） 

第５条  当社は、回線サービスの申込（変更を含む）があったときは、受け付けた順番に 

    従って承諾します。 

  ２ 当社は、前項の規定にかかわらず、次の場合には回線サービスの申込（変更を含 

）を承諾しないことがあります。 

（1） 回線サービスの調達または提供が困難な場合 

（2） 回線サービス申込者が回線サービスに係る料金又は工事料金その他の支払

を現在または過去に怠り、又は怠る恐れがあると当社が判断した場合 

（3） 料金等の提供条件に関して、申込者と当社間で合意が得られない場合 

（4） その他、申込者に回線サービスを提供することが技術的に不可能又は困難と 

当社が判断した場合 

 (契約の成立) 

第６条  当社は第４条第 1項に基づき申込を受けた場合、契約条件を記載した「回線サービ

ス契約お承り書」を申込者に交付する方法で承諾し、それをもって申込者と当社との

契約が成立するものとします。（以下、契約が成立した申込者を「契約者」という） 

2 申込者又は当社は、必要により前項の契約手続きによらず、別の形式により契約を 

 締結できるものとします。 

（最低利用期間） 

第７条 回線サービスには、最低利用期間（基本利用期間）があります。 

  ２ 前項の最低利用期間は、回線サービスの提供を開始した日から起算して１年間 

とします。 

  ３ 契約者は、前項の最低利用期間内に第１１条、第１２条または第１３条に基づく 

契約の解除があった場合は、残余の期間に対応する基本回料相当額を、当社が定め 

る期日までに一括して支払っていただきます。 

  ４ 契約者は、最低利用期間内に、契約者の申込によって品目・サービスクラス等の 

変更又は回線の移転があった場合は、変更前の基本回線料の額から、変更後の基本 

回線料の額を控除し、残額があるときは、その残額に残余の期間（解除日を含む） 

を乗じた額を、当社が定める期日までに一括して支払っていただきます。 

（変更の手続き） 

第 8 条  回線サービスに係る次の各号の変更を行うときは、契約者は第 4 条 1 項に準じ手

続きを行うものとします。この場合、第４条２項、第５条、第６条を準用するものと

します。 

(1) 品目・サービスクラス等の変更 

(2) 回線設置場所の変更 



- 5 - 

 

(3) その他、回線サービス申込内容の変更 

 

 

 

（利用権の譲渡） 

第９条 契約者がこの契約に基づいて回線サービスを受ける権利は、譲渡することがで 

   きません。 

（利用の中止） 

第１０条 当社は、当該回線サービスに係る電気通信設備の保守上、又は工事上止むを得 

    ないときは、当社の判断にて、当該回線サービスの利用を中止することがあります。 

（契約者が行う契約の解除） 

第１１条 契約者は、契約を解除しようとするときは、そのことを 1ヶ月前までに当社に 

     書面により通知していただきます。 

（当社が行う契約の解除） 

第１２条 当社は、次に掲げる事由があるときは、本契約を催告なく直ちに解除できるも 

のとします。 

(1) 契約者が回線サービスの料金、工事料金その他の債務について、支払期日を経

過してもなお、支払わない場合 

(2) 契約者が回線サービスを違法または不正に利用した場合、または違法または不

正に利用しようとした場合 

（本契約の解除） 

第１３条  契約者又は当社が次の各号のいずれかに該当する場合、相手方は、何らの通知

催告を要せず、直ちに本契約の全部又は一部を解除することができます。 

(1) 差押、仮差押、仮処分若しくは、競売の申立てを受け、又は租税滞納処分を受 

けたとき 

(2) 破産手続開始、会社更生手続き開始若しくは民事再生手続き開始の申立てがあ

ったとき、又は清算に入ったとき 

(3) 合併によらない解散又は営業の全部若しくは重要な一部を第三者に譲渡した

とき 

(4) 本約款の定めに違反し、相手方から相当の期間を定めて催告を受けたにもかか 

わらず、なおその期間内に当該違反を是正しないとき 

(5) その他財産状態が悪化し又はその恐れがあると認められる相当の事由がある 

とき 

（期限の利益喪失） 

第１４条 契約者が第１２条または第１３条に定める事由の一つに該当した場合、契約者 

    は当然に期限の利益を喪失し、直ちにサービス回線料金、工事料金その他全ての 

    債務を支払っていただきます。また、この場合、期限の利益を喪失した日 

    から支払い済みの前日まで、残債務に対する年１４．５％の割合による（１年を 
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    ３６５日とする）遅延損害金を併せて支払っていただきます。 

 

 

 

第4 章 料金等 

（料金及び工事に関する費用） 

第１５条 当社が提供する回線サービスの料金及び工事に関する費用は、契約の都度個別 

    に定めることとします。 

（料金の計算方法） 

第１６条 当社は、契約者がその契約に基づいて支払う料金を、暦月に従って計算します。 

（料金の支払） 

第１７条 契約者は、料金及び工事に関する費用について、当社が指定する期日までに当 

    社が指定する金融機関等に支払っていただきます。 

  ２ 料金及び工事に関する費用は、支払期日の到来する順序に従って支払っていただ 

    きます。 

（遅延損害金） 

第１８条 契約者は、料金その他の債務（延滞利息を除く）について支払期日を経過 して 

もなお支払がない場合には、支払期日の翌日から起算して支払いの日の前日まで 

の期間について未払金に対する年１４．５％の割合（１年を３６５日とする）の 

遅延損害金を併せて支払っていただきます。 

     ただし、支払期日の翌日から起算して 10日以内に支払いがあった場合は、この 

    限りでありません。 

（端数処理） 

第 1９条 当社は、料金その他の計算において、その計算結果に 1円未満の端数が生じ 

    たときは、その端数を切り捨てます。 

 

第5章 保 守 

（故障時の扱い） 

第２０条 契約者は、自営端末設備又は自営電気通信設備が回線に接続されている場合で

あって、回線を利用できなくなったときは、その自営端末設備又は自営電気通信設備

（当社と保守契約を締結している自営端末設備又は自営電気通信設備を除く）に故

障がないことを確認のうえ、当社に修理の請求をしていただきます。 

  ２  前項の確認に際して、契約者から要請があったときは、当社が試験を行い、その 

   結果を契約者にお知らせします。 

   

第6章 損害賠償 

 （責任の制限） 

第２１条 当社は、回線サービスを提供すべき場合において、当社の責めに帰すべき理由 
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によりその回線等が全く利用できない状態（その回線等による全ての通信に著しい 

支障が生じ、全く利用できない状態と同程度の状態となる場合を含む）にあること 

を当社が知った時刻から起算して、別に定める時間以上その状態が連続したときに 

限り、その契約者の損害を補償します。 

  ２ 第 1項の場合において、当社は、回線等が全く利用できない状態にあることを当 

   社が知った時刻以後のその状態が連続した時間に対応する当該回線等に係る料金額 

   （この約款の規定により当社が定める料金額（その回線等の一部を全く利用できな 

   い状態の場合は、その部分に係る料金額）に限る）を発生した損害と見なし、その 

額に限って賠償します。 

  ３ 第 1項の場合において、当社の故意又は重大な過失により回線サービスの提供を 

   しなかったときは、前項の規定は適用しません。 

 

第7章 雑 則 

（個人情報の取扱い） 

第２２条  当社は、回線サービスの提供にあたり、当社が取得する個人情報の取扱いにつ 

  いては、当社が別に定めるところによります。 

（合意管轄） 

第２３条  当社の提供する回線サービスについて紛争が生じた場合は、当社本店所在地を 

管轄する地方裁判所をもって第一審の合意管轄裁判所とします。 

（準拠契約約款） 

第２４条  回線サービスの利用に関し、この約款の規定にない事項は当社の明示する調達

先事業者のサービスに適用される契約約款を適用するものとします。 

 ２ 前項にかかわらず、この約款と調達先事業者のサービスに適用される契約約款が同

一の事項を定めている場合あるいは抵触する場合は、この約款が優先します。 

 

 

平成６年１２月１日制定 

平成２０年２月１日改定 

 


